
平成27年3月31日現在

（単位：百万円）

）

科                 目 科                 目

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流　　動　　資　　産 13,407 流　　動　　負　　債 13,326

現 金 預 金 21 営 業 未 払 金 1,821

営 業 未 収 金 13,299 短 期 借 入 金 11,460

短 期 貸 付 金 57 未 払 金 3

未 収 入 金 3 未 払 法 人 税 等 0

未 収 法 人 税 等 0 未 払 費 用 1

親 会 社 未 収 入 金 18 預 り 金 0

未 収 消 費 税 等 0 賞 与 引 当 金 4

繰 延 税 金 資 産 6 そ の 他 流 動 負 債 35

固　　定　　資　　産 2 固　　定　　負　　債 0

投資その他の資産 (                   2 ) 退 職 給 付 引 当 金 0

繰 延 税 金 資 産 2 負 債 合 計 13,327

(純 資 産 の 部）

株　　主　　資　　本 83

資　 本　 金 90

資本剰余金 30

15

15

利益剰余金 △ 36

△ 36

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 36

純 資 産 合 計 83

資 産 合 計 13,410 負債・純資産合計 13,410

資本準備金
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その他資本剰余金

その他利益剰余金

（百万円未満端数切捨て

貸 借 対 照 表

金            額 金            額



重要な会計方針に関する注記 

 

1．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額基準に基づき計上しておりま

す。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。 

2．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

＊  当期純損益金額 

△36 百万円 


